
地域完結・ネットワーク型の医療体制を 
徳島県支部地域交流会・医業経営セミナーから 

　日本医業経営コンサルタント協会は１０月４日、

地域交流会・医業経営セミナーを徳島で開催した。

徳島県で初の開催ということで、四国地区を始め関

西地区からも多数の参加者があった。また、来場者

の６割が医療関係者であった。 

　講演会では、川島周徳島県医師会長、和田明人徳

島県歯科医師会長、水口艶子徳島県看護協会長より

あいさつがあり、それぞれ医業を取り巻く環境の厳

しさや制度問題について触れ、医業経営コンサルタ

ントに期待を寄せられた。 

　講演では、（一社）日本慢性期医療協会会長の武

久洋三氏が「病床機能分化政策にどう対応するか」

と題し、高齢者の増加と所得格差の拡大を前提とし

たうえで医療・介護を支える人員、整備水準が低い

ことを指摘した。そのうえで、特に医療機関の地域

完結・ネットワーク型医療提供体制の整備が重要で

あり、それに対応できる診療報酬への見直しが必要

だとした。そして、２０２５年に向けて慢性期医療は

急性期治療を担う長期急性期病床と難病や重い後遺

症治療を担う長期慢性期病床に分かれるとの考えを

示し、自院の現状と今後の展開を例に、後方支援病

院のネットワークづくりや日慢協における在宅医療

認定医制度の取り組みと、地域包括支援センターの

必要性を説明した。 

　次に、向江健治当協会副会長が「危機的！国民皆

保険制度を考察する～維持するための医療財源の展

望は？～」と題して、国民皆保険制度と医療行政・

医療法改正の流れ、マイナンバー制度の進捗状況に

ついて講演を行い、協会が実施したマレーシア・シ

ンガポール病医院経営・管理研修について説明した。 

　今回の徳島支部地域交流会は、中国・四国地区協

議会も同日に開催され、１３名の委員が参加してセ

ミナーを盛り上げた。参加者からは、協会の活動内

容がよく理解でき、交流もできて良かったとの声が

多く寄せられた。 

（本部広報委員　藤井　康彦） 

 

社会保障と税の一体改革で目指す将来像 
東京都支部地域交流会・医業経営セミナーから 
　日本医業経営コンサルタント協会は９月１３日、

地域交流会・医業経営セミナーを開催した。 

　講演は、「少子高齢化社会に対応した社会保障制

度にむけて」（講師：国立保健医療科学院　医療・

福祉サービス研究部上席主任研究官　深田聡氏）、「医

療崩壊からの再生－医療機関の見識を示すクレーム

対応」（講師：ケルビム法律事務所所長、弁護士、

東京都支部理事　高須和之氏）、「在宅ケアのルネサ

ンス／急成長するオランダＢｕｕｒｔｚｏｒｇに学ぶ専門職チ

ームのトータルケア」（講師：独立行政法人労働政

策研究・研修機構研究員　堀田聰子氏、本誌Ｐ１７に

寄稿掲載）の３題。このうち深田氏の主な内容につ

いて紹介したい。 

　講演では、まず社会保障制度見直しの背景につい

て説明があった。1点目は人口の高齢化である。日

本の高齢化率は諸外国の中でも際立っており、将来

的にも、たとえば現役世代の医療費負担割合は現在

の１．７倍へ増えると推計されている。 

　２点目は出生率の動向と少子化の進行である。主

要国の合計特殊出生率を見ると、高率の国々（米国、

フランス、英国）と低率の国々（日本、ドイツ、イ

タリア）とで分かれる事は興味深い。また深田氏は、

日本の社会保障の特徴として、家族関係社会支出の

対ＧＤＰ比率が低い点を指摘した。この事が、「子ど

もがいる現役世代の貧困率」が諸外国と比べて高い

ことに影響している可能性がある。続いて、社会保

障給付の財源に関する状況や国民負担率の推移など

の説明があった。 

　以上のような背景・状況のもと、社会保障制度と

税の一体改革が検討されており、消費税率引き上げ

等による安定財源の確保と、「全世代対応型」制度

の２点を構築の柱としている。具体的には、まず「子

ども・子育て新システムの創設」が挙げられるが、

特に待機児童の解消、幼稚園と保育所の施設一体化、

地域支援の充実などについて説明があった。 

　また年金制度については、現在の公的制度におけ

る課題、すなわち非正規雇用者の増加、低年金・無

年金者の存在などが指摘されたが、改善策として最

低保障機能の強化、短時間労働者に対する厚生年金

の適用拡大などが挙げられた。 

　最後に、関連する改革として番号制度の説明があ

った。番号制度は、社会保障・税・防災などの複数

分野に共通した個人番号を割

り振るもので、より正確な情

報に基づいた必要な給付や負

担の公平化などに加え、各種

手続きの簡素化も可能となる。 

　ただしその一方で、より一

層の個人情報保護強化が求め

られる。深田氏は、安心でき

る番号制度構築のために、必

要な「制度上の措置」として

法規定以外の特定個人情報の

収集・保管・個人情報ファイ

ルの作成禁止等を、「システ

ム上の措置」として個人情報

の分散管理等を挙げ、講演は

締めくくられた。 

 
出所：政府広報パンフレット「明日の安心　社会保障と税の一体改革を考える」p１１、１２ 

 

●将来の医療・介護体制予想

出所：武久洋三氏講演資料より（２０１２年７月作成） 
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介護医療施設 ① ２０万人（介護療養型医療施設） 

在宅・居住 ④ ２５０万人 

５４０万人 

在宅復帰施設 ② ５０万人（介護老人保健施設） 

サービス付高齢者住宅 ２２０万人 ③ 

重介護居住施設 （６０万人）（特別養護老人ホーム） 

中介護居住施設 （３０万人） 

認知症対応型共同生活介護施設 （３０万人） 

軽養護高齢者住宅 （３０万人） 

生活型高齢者住宅 （３０万人） 

在宅型有料老人ホーム （４０万人） 

（ケアハウス、 
養護老人ホーム、 
軽費老人ホーム） 

（有料老人ホーム） 

居住系 
（１００万人） 

①＋②＋③＋④＝ 
（東京都支部広報連絡員　木工本　雄三） 
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